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１. 地球環境問題の現状

２．自然エネルギー

都市における
次世代エネルギーの推進について

２．自然エネルギ

2-1. 風のエネルギー
2-2．太陽のエネルギー

３．都市における自然エネルギー

3-1．東京都の例
3 2 神奈川県の例3-2．神奈川県の例
3-3．横浜市の例
3-4．松山市の例

４．将来に向けて
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人類史における人口増加の推移人類史における人口増加の推移

世界人口増加とエネルギーの需給
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主要各国のエネルギー自給率主要各国のエネルギー自給率

～わが国のエネルギー自給率は、主要先進国の中で最も低い～～わが国のエネルギー自給率は、主要先進国の中で最も低い～

160% エネルギー自給率（原子力を国産とした場合）
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日本のエネルギー消費構成
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日本の原油輸入量と国別シェア日本の原油輸入量と国別シェア

（（20032003年度）年度）
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石油運搬船石油運搬船

総排水量：約総排水量：約2525万万tt 全長：約全長：約330330mm 全幅：全幅：6060mm
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化石燃料の埋蔵量予測化石燃料の埋蔵量予測

地球温暖化地球温暖化

1978年 1998年
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テムズ川防潮水門の年間ゲート閉鎖回数テムズ川防潮水門の年間ゲート閉鎖回数

オランダの将来オランダの将来

現在現在

将来将来
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地球温暖化地球温暖化
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[環境保全]
温室効果ガス削減

自然エネルギーの役割

自然エネルギーが
貢献可能

・温室効果ガス削減
・SOx,NOx削減

[エネルギーセキュリティー]
・エネルギー多様化
・国産エネルギー

[経済効果]
・雇用創出
・地域経済の活性化

風力のエネルギー
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世界の風力発電設備容量の推移世界の風力発電設備容量の推移
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最近の風車はジャンボジェットより大きい

・毎年､世界で２万台ずつ増えている。

・風車メーカは 何百～何千台も量産中。

・2.4MW１台で約２千軒分の電気を生む。

・ロータ～タワーの重量は約300トン・ロータ～タワーの重量は約300トン。

翼

（ブレード）
ハブ

ナセル

（発電機）塔

（タワー）

埠頭

埠頭

三菱重工業 (横浜) : 風車工場

風車工場 仮置所
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→一般家庭の消費電力に換算すると・・・

2MW2MW級風車の環境貢献度級風車の環境貢献度

平均風速 7m/s で 707万kWh/台･年、発電する。

→ 13万台で日本の全電力需要をまかなえる。

→石油火力発電所（石油量）に換算すると・・・

約17,000kL（ドラム缶8,600缶）に相当

約1,400世帯分に相当

CO 削減量に換算すると→CO2削減量に換算すると・・・

約5,000tonに相当

→上記CO2削減量を吸収するための杉の木に換算すると・・・

約36万本に相当

風力発電装置と主な日本メーカー風力発電装置と主な日本メーカー
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米国のグリーンニューディール

就任前後の演説の就任前後の演説の

場所は「風車工場」

背景は製造中

のタワー

日本の風力発電導入推移
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都道府県別風力発電導入量都道府県別風力発電導入量

都道府県別風力発電導入量
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21世紀の風力発電

(1) オフショア風力発電

(2) 都市型風力発電

環境共生型風力発電
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WIND FORCE 12 (EWEA)WIND FORCE 12 (EWEA)
2020年迄に、全世界の電力の12%を

風力発電によりまかなう。

風車基数：風車基数： 907,000907,000基基,,
風車規模：風車規模： 1,261,1571,261,157MWMW

建設コスト：建設コスト： ＄＄447 / 447 / kWkW
発電コスト：発電コスト： 2.112.11￠￠/ / kWhkWh

風車発電量：風車発電量： 3,093TWh3,093TWh / / 年年

全世界の風力資源量： 53,000TWh,

オバマ大統領のグリーンニューディールオバマ大統領のグリーンニューディール

2030年迄にアメリカの電力の20％を風力発電で賄う
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太陽のエネルギー
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太陽光発電のしくみ

住宅用太陽光発電システム図

（出典：太陽光発電協会ホームページ）
設置効果（電力供給規模）

1.2.5(1)～(3)太陽光

発電のしくみ、特徴、
設置効果

（一般家庭で1年間の電力を賄う場合）

標準世帯消費電力： 約3600kWh/年

★設置規模：約３．５kW 

★年間発電量：約３６８０ kWh/年

(3 5kw×24hr×365day×0 12※)(3.5kw×24hr×365day×0.12 )
(※ 変換効率を12%と想定）

★コスト：工事費込みで約２３１万円程度

(2005年設置コスト単価66万/ｋWより)

PV Power Generation
51kW (300W×17units)
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20092009年年22月月2525日日

日本の太陽光発電導入目標日本の太陽光発電導入目標
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都市における自然エネルギー

行政の使命

気候変動がもたらす脅威から
市民の生命、財産、健康をまもる

持続可能な発展をめざす持続可能な発展をめざす

行政として責任と権限がある
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東京都の気候変動対策目標値

• 2020年までにCO２を25％削減（2006.12）

• 2020年までに再生可能エネルギ を• 2020年までに再生可能エネルギーを

20％利用（2006.4）

・1３３0ヶ所の大規模事業所が対象

CO2総量削減義務

1３３0ヶ所の大規模事業所が対象

（産業業務部門の約４割のＣＯ２を排出）

オフィスや商業施設も対象（世界初）

・2010～2014年平均で6～8％の総量削減義務

（世界でも最も厳しい）

・開始 :２０１０年４月
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総量削減義務

第１計画期間 第２計画期間

基準年度 2020年度

第１計画期間
（2010-2014年度)

第２計画期間
（2015-2019年度)

６%削減

約17%削減（見通し）

総量削減義務と排出量取引制度

• 削減対策に積極的に取り組まない事業所が• 削減対策に積極的に取り組まない事業所が
見逃される不公平をなくす。

• 省エネ・ＣＯ２削減を、現場の管理レベルから、
経営者が真剣に考慮すべき課題に変える契機に

＊多くの現場スタッフの声：「投資回収に長い期間を要する対
策はトップの判断がないと進まない」
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再エネ目標のボリューム

• 東京都のエネルギー消費量 830ＰＪ• 東京都のエネルギ 消費量 830ＰＪ
• 最終消費部門別 電力 288ＰＪ
• 電力の20％を再エネ 58ＰＪ＝16ＴＷｈ

• 風力発電換算：

400ＭＷ（5ＭＷの風車80基）のウインドファーム

約1１箇所・・・・２ＭＷ風車なら２２００基

東京の巨大なエネルギー需要を再エネ拡大に利用可能

需給両面からの
再生可能エネルギー施策

１ 都内での可能な限りの供給拡大

・太陽エネルギー補助制度（環境価値買い上げ）

・都市づくりにおける導入検討義務や評価制度の導入

・都自身の率先的な導入

２ 東京の膨大なエネルギー消費を、全国の再生

可能エネルギ 供給拡大に活用可能エネルギー供給拡大に活用

・グリーンエネルギー購入推進協議会

・グリーン熱証書の導入

・キャップ＆トレードにおける再エネクレジットの導入
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• 2016年までに、100万ｋＷの太陽光・太陽熱
の導入を目指す

東京都の太陽エネルギー支援策

H19 H20 H21 H22

太陽エネルギー
利用拡大会議 補助金実施 補助金実施

の導入を目指す

都補助

利用拡大会議
制度構築
市場準備

実
２万世帯
（光と熱）
４５億円

実
２万世帯
（光と熱）
４５億円○太陽光検討会

○太陽熱検討会

規模に応じて補助金を交付

（１）太陽光発電システム ３０万円程度（３ｋＷ）

補助金のイメージ

（１）太陽光発電システム ３０万円程度（３ｋＷ）

（２）太陽熱ソーラーシステム ２０万円程度（６㎡）
（３）太陽熱温水器 ３万円程度（４㎡）

（矢崎総業株式会社提供） 太陽光と太陽熱を利用したハイブリッドシステム

平成２１・２２年度の２年間
都としては、国や区市町村
との補助金併給可。
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大都市と自然のエネルギーが豊かな地域と
の再生可能エネルギー需給連携

都外 自然 ネ ギ が豊かな地域都外の自然のエネルギーが豊かな地域

ネ ギ 大量消費

東 京

グリーンエネルギー

エネルギー大量消費
グリーンエネルギー代金

グリーンエネルギー利益東京へ グリーンエネルギー利益地域へ

八都県市首脳会議
再生可能エネルギー導入拡大の要望

平成２０年４月２８日

１ 日本のエネルギー政策の基本方針に、再生可能エネル
ギーを大きな柱として位置付け、その導入目標量を飛躍的
に引き上げ、目標達成を目指した取組を着実に進めること

２ 太陽光発電や風力発電などが、制約なく受け入れ可能とな
るよう電力系統の適切な運用を図るとともに、その整備や技るよう電力系統 適切な運用を図る も 、そ 整備や技
術開発を促進すること

３ 電力系統に関する情報を関係者で共有できる仕組みを構築
すること
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政策・施策づくりの手法

１ 予算を伴わないことから始める１ 予算を伴わないことから始める
行政のあらゆる側面を活用

２ しくみづくりをめざす
社会のしくみをつくるのが権力行政の役割社会のしくみをつくるのが権力行政の役割

３ 連携で現実感覚と知恵を集める
事業者、NPO等との信頼関係・参加意識をつくる
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神奈川県内各自治体の太陽光発電システムへの神奈川県内各自治体の太陽光発電システムへの
補助金一覧補助金一覧

「家庭で削減」後押し「家庭で削減」後押し
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横浜市の“市民風車”横浜市の“市民風車”

横浜市の“市民風車”開所式横浜市の“市民風車”開所式
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横浜港横浜港 20072007 20002000kWkW

三菱重工金沢工場三菱重工金沢工場 20062006 24002400ｋｋWW

神奈川県の風車神奈川県の風車 ：： ３地点３地点

三浦半島三浦半島 19971997 400400kWkW××22台台

市民風車の例市民風車の例

事業主体： NPO法人北海道グリーンファンド

建設地： 青森・・・西津軽郡鯵ヶ沢町
秋田・・・南秋田郡天王町 通称：「天風丸」

全国枠1.5%、県内枠2.5～2.7%

秋田 南秋田郡天王町 通称：「天風丸」

売電契約： 11.5円/kWh（17年間）

配 当：

全国枠一口10万円、県内枠一口5～50万円出 資：

総事業費： 青森・・・約3.9億円
秋田・・・約3.8億円

Ashikaga Inst. of Tech.Ashikaga Inst. of Tech.

ローリターン物件だが、東北電力とはローリターン物件だが、東北電力とは1717年間の固定料金に年間の固定料金に
よる買取契約を締結しているため、非常にローリスクな投資よる買取契約を締結しているため、非常にローリスクな投資
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日本の市民風車（構想含む）日本の市民風車（構想含む）
浜頓別町（市民風車１号）

苫前町

積丹町 鯵ヶ沢町（市民風車３号）

函館市

石狩市
天王町（市民風車２号）

銚子

御前崎

北九州市

千葉県・銚子の市民風車にて千葉県・銚子の市民風車にて
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市民風車の意義市民風車の意義

市民が所有する風力発電市民が所有する風力発電

市民の積極的な自然エネルギ の意思市民の積極的な自然エネルギ の意思市民の積極的な自然エネルギーへの意思市民の積極的な自然エネルギーへの意思

COCO22排出削減の市民レベルでの貢献排出削減の市民レベルでの貢献

これからの風力発電発展の新しい姿これからの風力発電発展の新しい姿

与えられるエネルギーから、与えられるエネルギーから、

選び取るエネルギーへ選び取るエネルギーへ

横浜市の“横浜市の“G30G30計画”計画”

「市民の出すゴミ排出量を「市民の出すゴミ排出量を3030％減らそう」％減らそう」

中田市長の提案中田市長の提案 無理・無茶・不可能の声無理・無茶・不可能の声

●市のゴミ処理能力は限界●市のゴミ処理能力は限界●市のゴミ処理能力は限界●市のゴミ処理能力は限界

●新規ゴミ焼却場候補地は絶対反対（●新規ゴミ焼却場候補地は絶対反対（NimbyNimby））

排出ゴミを減らそう排出ゴミを減らそう
○目的の明確化○目的の明確化
○市民との対話による合意形成○市民との対話による合意形成
○目標を具体的に明示○目標を具体的に明示○目標を具体的 明示○目標を具体的 明示

（（H13H13年年⇒⇒H22H22年の年の1010年間で年間で3030％削減）％削減）

何と３年間で何と３年間で3030％削減を実現％削減を実現

「ゴミを減らそう」というかけ声だけではなく、「ゴミを減らそう」というかけ声だけではなく、目的目的とと目標目標をを具体的具体的に明確に示す。に明確に示す。
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松山市松山市
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スマートグリッドの概要スマートグリッドの概要

マイクログリッドとスマートグリッドマイクログリッドとスマートグリッド

〇電力システムは、原子力・石炭・天然ガスなどが
ベース負荷を担い、太陽光・風力・燃料電池などの分散型のス負荷を担い、太陽光 風力 燃料電池などの分散型の
再生可能エネルギーが設置される。

〇太陽光や風力は天気任せで供給の安定性が低い

電力系統と連系させるために、種々のエネルギーを統合的
に制御する「分散型エネルギーシステム（マイクログリッド）」
や蓄電池を導入

〇電力系統に負荷を与えない分散型の電源ネットワークの構築
が必要、オバマ大統領は「スマートグリッド」と呼んでいる。
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「夢のエコ住宅」目前「夢のエコ住宅」目前

足利工大トリプルハイブリッド発電システム足利工大トリプルハイブリッド発電システム
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ハイブリット発電システム・レイアウトハイブリット発電システム・レイアウト

BiomassBiomass
GenerationGeneration
SystemSystemWindWind

TurbineTurbine
GeneratorGenerator

PVPV
SystemSystem

エネルギー狩猟型文明エネルギー狩猟型文明
((化石燃料化石燃料))

CONCLUSIONCONCLUSION

((化石燃料化石燃料))

過過 渡渡 期期 ((天然ガス天然ガス / / 原子力原子力))

エネルギー栽培型文明へエネルギー栽培型文明へ
((再生可能 ネルギ再生可能 ネルギ ))((再生可能エネルギー再生可能エネルギー))

持続可能な社会持続可能な社会


